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コロンビア大学ではすでに海軍予備士官候補生学校（U.S. Naval Reserve Midshipmen,s School）が運
営されていて（1940 年 8 月設置）、他大学と同様に工学部が受け入れ拠点であった。しかし、政治




































る（Conner 1950：17）。将 校 40 名 を 擁 す る 同 局 は
（「占領地局人員名簿」1944 年 5 月 1 日、GK-002-0003-





　開戦前の台湾の知見が持つ価値をカーはすぐに悟ったようだ。1942 年 1 月上旬、陸軍参謀本部
軍事諜報課（MID）が、極東係に次に出る空席をカーに提供するという通信がある。先に履歴書を
送って打診していた彼への返信である（ドゥーゼンベリーよりカー、1942 年 1 月 9 日、GHK5D01013）。




























第 1 期 1942 年  8 月 　　　48 　 　 26
第 2 期 1942 年 10 月 　　　36 　 　 22
第 3 期 1943 年  4 月 　　　36 　 　 33
第 4 期 1943 年  7 月 　　　36 　 　 64
第 5 期 1943 年 10 月 　　　36 　 　 30
第 6 期 1944 年  1 月 　　　36 　 　 49
第 7 期 1944 年  4 月 　　　24 　 　 51






ンドブックが含まれていたことがわかる（ボートンよりカー、1943 年 1 月 5 日（２）、GK-002-0002-
068）。
　海軍でこれを実行する可能性が開けるのは翌 1943 年 3 月に入ってからである。コロンビアでは
すでに「美麗島グループ」による、台湾の金融や産業経済についての初歩的な調査が始まってい
た。カーは、ベースマン（George Behsman）を通じてその存在を知ったようだ（ベースマンよりカ










て注目されよう（カーよりウォレス、4 月 9 日、同上）。
　軍政学校を有望とみたカーは、同校第 4 期へ編入を希望し、5 月には陸軍に退職願も提出してい
る（カーより MIS 日本課、5 月 30 日、GHK5D01013）。しかし、実際に海軍で任官がかなうのはずっと












よりペンスへ「企画課美麗島班の活動」、12 月 4 日、GK-002-0003-012）。
　活動の中軸は民事ハンドブック・シリーズの編集である。マードックの『マーシャル群島』














ナルド・キーン（Donald Keene）である。1941 年にともにコロンビア大学の学生であった 2 人は、
夏休みを山荘で共に過ごした仲であった。開戦後、ボールダーの海軍日本語学校で任官したキーン
は、1943 年 1 月に主席で卒業、当初はフランス文学を、次いで中国研究を志した彼の多言語能力
は、カーの評によれば「無二と言ってよいほど」であった。成績優秀で飛び級を繰り返したため未
だ 21 歳と若かったが、すでにアリューシャン作戦に従軍し最前線での経験も積んでいた（カーよ












　実際に共同作業が開始されるのは 1944 年の 3 月以降である。これに先立つ 1 月下旬、コロンビ
ア大学に出張したカーは、ウォレスやクリアリーほか軍政学校のスタッフと数次にわたり会談して
いる。改めて確認されたのは、「美麗島軍政は、司政官による仕事としては最大級のものとなる」
という予測であった（カーよりペンスへ「美麗島―カー中尉の 1 月 27 日～ 2 月 2 日ニューヨーク出張報
図 1　『行政組織』（OPNAV 50E-14）と『台湾（美麗島）』（OPNAV 50E-12）
― 88 ―
告」、2 月 5 日、GK-002-0003-011）。資料収集と整理に必要な労力も当初予想を大きく上回る。占領
地局では対応しきれず、カーは軍政学校へ配置転換され、ニューヨークで本格的な調査班を組織す

















　これらと並ぶ「美麗島地図プロジェクト」という演習課題に取り組んでいた第 4 期生 3 名が 3 月
の卒業と同時にカーの指揮下に入り、名ばかりだった「調査班」は、実際に共同作業をする集団へ
と移行する（カーよりクリアリーへ「美麗島調査プロジェクトおよび士官補佐の要望」、3 月 9 日、GK-
002-0003-002）。「司政官による仕事としては最大級のもの」に相応しく、最終的に、将校と民間人
翻訳官をあわせ 30 名という組織へと増員された（「美麗島調査の組織と必要人員」3 月 17 日、GK-
002-0003-012）。すでに活動していたマードック指揮下の調査班に敬意を示し、この調査班は「第
二調査班」と名乗ることになる（ 4 月 6 日カーよりペンスへ「台湾（美麗島）調査班の組織と活動の提
案」、4 月 6 日、GK-002-0003-012）。
３　調査班の組織と人員
情報将校たち
































こでは、組織が一応完成したとされる 5 月 15 日時点で各将校が担当していた任務と課題を例に示
す（表４）。
　軍政学校は一般大学の修士課程に相当したが、入学前にすでに博士号を取得して大学で教育研究






















































名前 基本教練ほか軍内履歴 軍政学校入 軍政学校卒 調査班着任 調査班離任
Kerr, G. H.  1944/3/4 1944/9/15
Roberton, James H. Schuyler （1943/4/28 -1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31 1944/3/20 1944/9/15
Reese, Stanley A. Schuyler （1943/5/28-1943/7/1）  1943/7/1 1944/3/31 1944/3/20 1944/9/18
Kneubuhl, John A. JLS （1942/7/1-1944/7/10）, ANIS  1943/8/5 1944/3/31 1944/3/20 1944/9/30
Severson, Alfred L. Schuyler （1943/4/28-1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31  1944/4/2 1944/9/30
Carpenter, David B. JLS （1942/7/1-1943/7/10）, ANIS  1943/8/5 1944/3/31  1944/4/3 1944/9/16
Long, Winthrop A. Schuyler （1943/4/28-1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31  1944/4/3 1944/9/18
Bunce,William K. Schuyler （1943/4/28-1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31  1944/4/5 1944/9/15
Cleaves, Francis. W. NTS Dartmouth College  1943/4/1 1943/11/1  1944/5/6
Boas, George  1944/1/3 1944/9/30  1944/5/8 1944/5/24
Watkins, James T. Schuyler （1943/7/28-1943/9/23） 1943/10/1 1943/6/30 1944/5/11
Prange, Gordon W. Schuyler （1943/7/28-1943/9/23） 1943/10/1 1943/6/30 1944/5/15 1944/9/15
Stob, Henry J. Schuyler （1943/4/28-1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31 1944/5/15 1944/9/15
Sullivan, Arthur B. Schuyler （1943/4/28-1943/6/23）  1943/7/1 1944/3/31 1944/5/15 1944/9/15
Gennett, Ruth 1944/5/22  1944/6/7
Hanna, Willard A. JLS （1942/7/1-1943/7/10）, ANIS  1943/8/7 1944/3/31 1944/5/22  1944/8/8
Fisher, Donald J. JLS （1943/1/1-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8 1944/9/15
Gardiner, Clinton H. JLS （1943/1/20-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8 1944/9/28
Wallace, Warren J. JLS （1943/2/1-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8 1944/9/28
Gary, Holland M. JLS （1943/1/31-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8
Jones, Carl N. JLS （1943/1/1-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8
Klare, William A. JLS （1943/1/1-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8
Wood, David G. JLS （1943/1/1-1944/4/15）, ANIS  1944/6/8
Baird, James R.  1944/1/3 1944/9/30  1944/7/1 1944/9/15






















れる。大別すると、1944 年の夏までに刊行された 3 巻と、秋以降にまとめて刊行される 7 巻の地
方別ハンドブックがある（表 5 ）。
　調査班の増員が始まった時点で、ハンドブック『台湾（美麗島）』（OPNAV 50E-12）は、清書用
の人手を待つ状態になっていた。『行政組織』（OPNAV 50E-14）のベースとなる『昭和 13 年総督
府職員録』も、翻訳自体はやはりカーが単独で大半を終えていた（「美麗島調査の組織と必要人員」、
3 月 17 日、GK-002-0003-012）。くわえて『経済補遺』（OPNAV 50E-13）があるが、これは、商務省
の内外通商局極東課が独自に完成させた台湾経済の研究報告を海軍占領地局が譲り受けたものであ

















タイトル 総頁数 発行日 執筆者
『台湾（美麗島）』 （50E-12） 198 6 月15日 カー
『経済補遺』（50E-13） 127 6 月 1日 商務省
『行政組織』（50E-14）  71 8 月10日 プランゲ
『澎湖諸島』（13-21）  39 9 月 1日 ストーブ
『高雄地方』（13-22） 136 9 月15日 セバーソン
『花蓮港・台東』（13-24）  96 10 月 1日 ロバートン
『台南地方』（13-28） 106 10 月 1日 セバーソン
『新竹地方』（13-25） 110 10 月15日 ワトキンス
『台中地方』（13-26） 235 10 月15日 リース











































Ⅰ 地理と土地利用 Ⅰ 台中市
Ⅱ 人口 Ⅱ 彰化市
Ⅲ 農業と漁業 Ⅲ 大屯郡
Ⅳ 林業 Ⅳ 北斗郡
Ⅴ 財政、産業、貿易 Ⅴ 員林郡
Ⅵ 通信 Ⅵ 南投郡
Ⅶ 交通 Ⅶ 新高郡
Ⅷ 政府 Ⅷ 能高郡
Ⅸ 警察と司法制度 Ⅸ 彰化郡
Ⅹ 協会 Ⅹ 大甲郡
Ⅺ 健康と衛生 Ⅺ 竹山郡
Ⅻ 福祉団体  東勢郡











































る（カーよりショウへ、6 月 5 日、GK-002-0002-067）。7






タナカ、ミチエ 5 月 8日
アミノ、 イチロウ 5 月12日
ミヤザキ、トシ 5 月16日
サトウ、ロバート Ｙ. 6 月 1日
ワクカワ、セイエイ　 6 月 1日
ベッショ、ナオトミ 6 月12日
ヒラバヤシ、マーチン・ユウイチ 7 月 1日
イガサキ、マサオ 7 月 1日
サノ、ジョセフ・ユズル 7 月 1日
ダテ、サカエ・ダニエル 7 月10日
ヨコウチ、グレイス 8 月 4日















　1944 年５月 1 日より 9 月末日までの 5 箇月間、毎週、クリアリーに提出された活動報告「Ｘ地
域調査班週報」がある。重要な文献の発見がその都度記録されており、情報入手の状況を時系列に
そって知ることができる。
5 月 18 日：部外秘の『台湾地方警察実務要覧』の発見、即座に翻訳作業へ。
5 月 23 日：ハンドブック『台湾（美麗島）』および『経済補遺』ゲラ校正。警察制度、地理風俗、原
住民、台中州の翻訳と分析継続中。ハンナ中尉赴任。
5 月 30 日：「居住地別人口統計表」入稿可能。海軍訓練学校（NTS）から翻訳作業協力 15 名。
6 月 6 日：翻訳中あるいは翻訳予定の文献 21 点の書誌および目次を占領地局へ送付。
6 月 13 日：『台湾農事報』1940 年 12 月号の発見、農地および作物、農業団体の完全な統計あり。
6 月 21 日：1935 年に台湾で施行されていた法令号覧・附録書類様式例を入手、より近年の類書の探
索を続ける。1937 年版『教育年鑑』には学校および学校設備の情報豊富。ニューヘブン
で未処理の欧語資料をカーが精査、即座に必要な情報無し。
6 月 28 日：ハンドブック『日本行政組織』完成、カーがワシントンに持参し、新資料を持ち帰る。
日本人および台湾人の医師名とその住所および専門領域を記録した「医学紳士録」（全 74
頁）完成。1941 年の日本法令集を発見、台湾に関する部分の索引のみで 11 頁。
7 月 5 日：翻訳官 2 名の増員を要請。文献概要 13 点を占領地局に送付。
7 月 12 日：『現代台湾経済論』の発見、全 614 頁、1937 年刊。1943 年の「台湾経済統計」マイクロ
フィルムを戦略諜報局（OSS）より貸借し複製。『日本百都市の火災と消防設備』（1928
年刊）の概要を占領地局へ送る。
7 月 19 日：ハンドブック『澎湖諸島地方』謄写版完成。文献概要は 5 点を送付。
7 月 26 日：ハンドブック『高雄地方』謄写版完成。文献概要は 2 点を送付。議会図書館での日本法
令調査は占領地局ソーパー海兵隊少佐が分担。
8 月 2 日：占領地局よりバートレット中尉が来室し、町村長一覧、翻訳済地図、三等局（特定郵便
局）所在地一覧を持ち帰る。占領局企画長マックレーン少佐が二度来室し、翻訳済原稿数
点を持ち帰る。
8 月 9 日：（資料欠落）




8 月 23 日：クリーブス大尉、資料探索にワシントンへ。「郵政法」を軍政局より受領、優先的に翻訳。
8 月 30 日：クリーブス大尉、1943 年刊行物を含む数点の資料を入手。ハンドブック『新竹地方』謄
写版完成。
9 月 6 日：『現行法規』中「通信」の翻訳の相談、全 596 頁中の 50 頁が台湾の記述、最優先で翻
訳。ハンドブック作成に使用した参考文献一覧の作成。ハンドブック『台中地方』謄写版
完成。
9 月 12 日：『台湾日日新聞』の見本を軍政局に送付、現地新聞は 1944 年 2 月分まで入手済。






いたかを推測できる（表 8 、図 3 ）（９）。
　表 8 にあげた文献の他に「翻訳進捗報告」には次の 2 点が含まれている。昭和 18 年版『台湾経




計画であった。第 3 巻にあたる昭和 18 年版（1943 年 8 月発行）は、特に「南方圏建設」を意識し








訳進捗報告」には蔡や湧川による新聞調査も記され、「週報」（ 9 月 12 日）にあるように、現地紙
は調査班の設置直前 1944 年 2 月分まで入手できていた。
　ここでは言語副主任ハンナの役割が大きかったとおもわれる。カーの評によれば、彼は「普通に
は用いないような情報源を徹底的に活用した最も生産的な調査法を開発」していた（カーよりクリ














『台中州』［『台中州要覧』台中州、昭和 3 年か］ 網野 170
『台湾銀行四十年誌』台湾銀行、昭和 14 年 佐藤 433
『台湾鉄道旅行案内』台湾総督府交通局鉄道部、昭和 12 年 田中 375
『台湾地方警察実務要覧』台湾総督府警察官及司獄官練習所、昭和 6 年 宮崎 179
『台湾米穀政策の研討』劉明電、昭和 15 年 網野 120










「三井財閥の台湾資本」『台湾時報』昭和 16 年 10 月号 別所  22
「郡政の真髄―地方政治の理想と現実」『台湾時報』昭和 16 年 10 月号 別所  10
「本島内外の経済情勢について」『台湾時報』昭和 16 年 10 月号 別所   8
「昭和 14 年農業報告」『台湾農事報』昭和 15 年 12 月号 湧川 216
「台湾の水利」『台湾の水利』台湾水利協会、昭和 6 年〜 湧川  12
『現代台湾経済論』千倉書房、昭和 12 年 横内  23
「澎湖庁水産業調査」『水産界』第 567 号、昭和 5 年 2 月 別所   2
「台湾産業協会」 平林  21









『日本医師年鑑』昭和 14 年 蔡  23








『日本紳士録』第 43 版、交詢社、昭和 14 年 蔡   4
「郵政法」『現行法規』帝国地方行政会、第 10 巻、第 17 版 宮崎  24
『日本新聞年鑑』昭和 16 年 蔡   3
（出版年未記入は英文タイトルから書名が確定できなかったもの）

































　調査班の正式な活動期間は 1944 年５月初めから 9 月末までの 5 箇月間、翻訳官が揃った 6 月下







 8 章 教育 佐藤 ①
11 章 衛生 湧川 ①
 9 章 社会教育 蔡 ②
17 章 農業 網野 ②
 4 章 法政 佐藤 ③
 6 章 裁判及供託、刑務 宮崎・伊賀崎 ③
18 章 糖業 平林 ④
20 章 水産 佐藤 ④
23 章 商業及物価、賃金 伊賀崎 ④
24 章 貿易及金融 別所 ④
25 章 財政 網野 ④
 1 章 土地及戸口 網野 ⑤
 3 章 行政機関 蔡 ⑤
10 章 社会事業 平林 ⑤
26 章 専売 伊達 ⑤
 5 章 警察 宮崎 ⑥
12 章 交通 佐藤 ⑥
13 章 通信及郵便 伊達 ⑥
 2 章 気象 平林 ⑦
15 章 電気、瓦斯、水道 伊達 ⑦
22 章 工業 網野 ⑦
14 章 土木　建築 平林 ⑧
19 章 林業 宮崎 ⑧
 7 章 神社及宗教 網野 ⑨
16 章 水利事業 蔡 ⑨
21 章 鉱業 佐藤 ⑨
附 主要都市及名所旧跡 伊達 ⑨
27 章 研究調査機関 平林 ⑩
姓は翻訳担当者翻訳進捗状況がはじめて記載される報
告書の日付
① 6 月20日、 ② 6 月27日、 ③ 7 月4日、 ④ 7 月11
日、⑤ 7 月18日、⑥ 7 月26日、⑦ 8 月1日、⑧ 8 月7





策定段階に入っていた。統合参謀本部が立てた目標は 10 月 15 日以前の台湾占領である。オペレー
ション・コーズウェイ（土手道）と名付けられた作戦案は極秘であったが、Ｄデイが近いことは、
ウォレス校長から調査班の発展的解消を打診されたカーにも感じられたはずだ。












た。第 6 期生までの学生将校は全 36 週の訓練を受けていたが（10）、第 7 期以降は 24 週間に短縮さ
れ、1944 年 9 月には通常の 2 倍の数の卒業生が確保できた。追加の機能カテゴリの候補となって
いる 2 名（スポルディングとブレッシング）








は 9 月 15 日である。同日付でカーと他の
6 名がプリンストン大学へ異動し、3 日後







































































（２）この書状に打たれた日付は「1942 年」だが、ボートンが国務省便箋を使用し（1942 年 10 月着任）、文中には
OSS（1943 年 6 月発足）への言及があることから、彼のタイプミスだと推測される。
（３）ストーブの履歴については、第 5 期とするペンスの文面と齟齬があるが、カーが提出した軍内学歴一覧（マ
ックデビット大佐（軍政学校配属副官）宛「第二調査班将校の軍内学歴」1944 年 7 月 26 日、GK-002-0003-002）
の第 4 期卒を採った。ボーグトは調達会計局からの出向であったため、カー文書からは経歴等はわからない。
（４）Far Eastern Survey 誌掲載の募集広告（e.g., 30 June 1943, p. 127）による。
（５）「訃報 ウィリアム・バンス、100 歳―戦後日本を非軍事化す」『ワシントン・ポスト』2008 年 8 月 14 日。
（６）メリーランド大学図書館「ゴードン W. プランゲ文庫」（www.lib.umd.edu/prange　閲覧日 2014 年 8 月 5 日）。
（７）スタンフォード大学フーバー研究所が所蔵するワトキンズ四世文書は『沖縄戦後初期占領資料』全 100 巻、
― 100 ―
別巻 1 巻として緑林堂書店（1994 年、宜野湾）から陰影本が刊行されている。
（８）図 2「組織人員図」、GK-002-0003-012 はこの修正の跡をとどめている。
（９）出版社及び発行年の記載がない文献は、書誌情報が確認できていない。タイトルは英文からの再翻訳である。
（10）ただし、表 2 に示したように第 1 期のみは全 48 週間の課程であった。
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